
山梨県相互派遣職員受入事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 知事は、山梨県相互派遣職員受入事業実施要綱（以下「受入要綱」と

いう。）の規定により山梨県と姉妹友好関係を結ぶ地域（以下「姉妹州等」と

いう。）から本県に受け入れる相互派遣職員（以下「相互派遣職員」）に補助

金を交付することとし、その交付については、山梨県補助金等交付規則（昭

和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という。）その他別に定めるもの

のほか、この要綱の定めるところによる。 

（交付対象） 

第２条 補助金の交付対象は、受入要綱第７条で決定された相互派遣職員とす

る。 

（交付対象期間） 

第３条 補助金の交付対象期間は、相互派遣職員の来日日から帰国日までとす

る。 

（補助対象経費及び額） 

第４条 補助金の対象となる経費及び経費の額の基準は別表１のとおりとす

る。 

 

（補助金の交付申請） 

第５条 相互派遣職員は、補助金の交付を受けようとする場合 は、規則第４

条の規定により、補助金交付申請書（第１号様式）に、次の各号に掲げる書

類を添えて、別に定める期日までに、知事に提出しなければならない。 

 一 研修計画書 

 二 収支予算書 

 

（補助金の交付の条件） 

第６条 規則第６条による補助金交付の条件は、次の各号に掲げるとおりとす

る。 

 一 研修を中止する場合、又は中途で帰国する場合は、補助事業廃止承認申請

書（第２号様式）を知事に提出し、承認を受けなければならない。 

 二 やむを得ない事情で研修が困難となった場合は、すみやかに知事に報告

して、その指示を受けなければならない。  



  三 派遣職員は、補助金の交付決定を受けた後、その事業を変更しようとする

ときは、あらかじめ変更承認申請書（第３号様式）により知事の承認を受け

なければならない。 

ただし、補助目的の達成に支障をきたさない研修計画の細部の変更であ

って補助金の額の増額を伴わないもの、又は各経費相互間において、いずれ

か低い額の２０％以内の事業経費の配分の変更は、この限りでない。 

 

（補助金の交付の時期） 

第７条 知事は、規則第７条の規定により、補助金の交付を決定したときは、

次の各号に掲げる交付時期に従って、概算払いにより、相互派遣職員に交付す

ることができる。 

 一 航空賃及び国内旅費 航空運賃の往復及び国内旅費の往路の額について

は交付決定後１か月以内、国内旅費の復路の額については、本邦出発の１か

月以内 

 二 支度料、厚生費及び書籍費 交付決定後１か月以内 

 三 滞在費、本邦到着月については、当該月内、それ以外の月については、

各月の初日。ただし、当該日が金融機関の休業日であるときは、当該日前

の金融機関の営業日。 

２ 補助金の概算払いを受けようとする場合は、補助金概算払請求書（第４号様

式）を知事に提出しなければならない。 

 

 

（実績報告書） 

第８条 相互派遣職員は、研修期間終了後 10 日以内、研修を中止又は中途で帰

国する場合には、廃止の承認を受けた日から起算して１か月を経過した日又

は交付決定をした年度の翌年度の 4月 10 日のいずれか早い期日までに、実績

報告書（第５号様式）に必要な書類を添えて知事に提出しなければならない。 

 

附則  

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表１ 

相互派遣職員に支給する経費一覧表 

 

 

 

 

 

 

項  目 内        容 金額 

1  航空費 

  県が指定した経路、等級及び方

法により算出した派遣職員の本

国と日本間の航空費。 

  ただし、姉妹州等で負担するも

のを除く。 

実費 

2  支度料 
  研修に際し、必要な物品の購入

経費 
25,000 円 

3  滞在費 

宿

泊 

  研修期間中の宿泊費 山梨県立国際交流センター設置及

び管理条例 第十三条 別表二宿泊

施設使用料で定める額以内 （山

梨県立国際交流センターに宿泊す

る場合は除く） 

日

当 

  研修期間中の日当 

 （食費・日用品代等） 日額 3,300 円 

4  国内旅費 

  成田空港もしくは羽田空港か

ら研修地まで及び研修地から成

田空港もしくは羽田空港までの

旅費 

実費 

5  書籍費   研修に必要な書籍の購入費 年額 1万円以内 

6  厚生費 
  相互派遣職員名義の疾病保険、

傷害保険の掛金 
実費 

7 その他知事が必

要と認める経費 

  検定料、入学料、授業料その他

特に研修に必要な経費 
実費 



（第５条関係 第１号様式） 

 

 

                         平成  年  月  

日 

 

 

  山梨県知事         殿 

 

 

 

                      住 所 

                      氏  名           

印 

 

 

 

平成  年度山梨県相互派遣職員受入事業費補助金交付申請書 

 

 

山梨県相互派遣職員受入事業費補助金交付要綱第５条の規定により、次のと

おり補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

 

 

         補助金額              円  



（第６条関係 第２号様式） 

 

 

                         平成  年  月  

日 

 

 

  山梨県知事         殿 

 

 

 

                      住 所 

                      氏  名           

印 

 

 

 

平成  年度山梨県相互派遣職員受入事業費補助金中止承認申請書 

 

 

このことについて、山梨県相互派遣職員受入事業費補助金交付要綱第６条第

１項１号の規定に基づき、次の理由により事業の中止を申請いたします。 

 

理 由 



（第６条関係 第３号様式） 

 

 

                         平成  年  月  

日 

 

 

  山梨県知事         殿 

 

 

 

                      住 所 

                      氏  名           

印 

 

 

 

平成  年度山梨県相互派遣職員受入事業費補助金変更承認申請書 

 

 

このことについて、山梨県相互派遣職員受入事業費補助金交付要綱第６条第

１項３号の規定に基づき、次の理由により事業の変更を申請いたします。 

 

変更内容 

 

 

 

理 由 



（第７条関係 第４号様式） 

 

                        平成  年  月  日 

 

  山梨県知事         殿 

 

 

                      住 所 

                      氏  名           

印 

 

 

 

概 算 払 請 求 書 

 

 

平成  年  月  日付け国交   第  －  号で交付決定のあった平

成  年度山梨県相互派遣職員受入事業費補助金について、山梨県相互派遣職

員受入事業費補助金交付要綱第７条の規定により、次のとおり概算払いの請求

をいたします。 

１ 概算払請求額  金       円 

２ 内 訳 

補助金交付 

決定額 ① 

既概算交付額 

② 

差 引 額 

①－②＝③ 

今回概算請求

額 

④ 

備 考 

円 

 

 

円 円 円  

３ 概算払い請求の理由 

 

４ 支払いの方法 

（１）現金 指定金融機関名              



（２）口座振替 振替先銀行名          預金種別（当座・普通） 

 口座名           No.            



（第８条関係 第５号様式） 

 

 

                        平成  年  月  日 

 

 

  山梨県知事         殿 

 

 

 

                      住 所 

                      氏  名           

印 

 

 

 

平成  年度山梨県外国人留学生受入事業費補助金実績報告書 

 

 

平成  年  月  日付け国交   第  －  号で交付決定のあった

平成 年度山梨県外国人留学生受入事業に係る修学を終了いたしましたので、

山梨県外国人留学生受入事業費補助金交付要綱第８条の規定により、次のとお

り報告をいたします。 

 

 

 

補助金額 ：         円 

修学機関名 ： 

修学期間 ： 

修学内容 ： 

 

 


